
福祉・介護職員等特定処遇改善加算について



目的

福祉・介護職員等特定処遇改善加算は、福祉・介護人財確保のため
の取組をより一層進めるため、経験・技能のある職員に重点化を図り
ながら、福祉・介護職員の更なる処遇改善を進めるために、令和元年
10月より始まった新しい加算。
具体的には、他の福祉・介護職員などの処遇改善にこの処遇改善の収
入を充てることができるような柔軟な運用を認めることを前提に、
障害福祉サービス事業所における勤続年数10年以上の介護福祉士等
について月額平均８万円または、年収440万円以上の処遇改善を事業
所毎に１人以上行うことなどを算定根拠としている。



算定要件



サービス区分ごとの加算率



現行加算Ⅰ～Ⅲを取得していれば新加算が取れます。



職場環境等要件は、各項目から１つ以上の取組が必要



「見える化」要件は令和2年4月から

データベースまたは、ホーム
ページ上に活用状況等を記載
することが求められる。



取得要件と分配方法
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加算金の基本の配分方法
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あそら選択



※経験・技能のある障害福祉人材
【対象者】
以下のいずれかに該当する職員であって、経験・技能を有する障害福祉人材と

認められる者が対象となります。
具体的には、以下の要件に該当するとともに、所属する法人等における勤続年数
10年以上の職員を基本としつつ、他の法人における経験や、当該職員の業務や技
能等を踏まえ、各事業所（法人）の裁量で設定することになります。
【要件】
・福祉・介護職員（※）のうち介護福祉士、社会福祉士、精神保健福祉士又は保
育士のいずれかの資格を保有する者
・心理指導担当職員（公認心理士含む）
・サービス管理責任者
・児童発達支援管理責任者
・サービス提供責任者



あそら内でのグループ分けについて

GroupA：「経験・技能のある障がい福祉人材」
要件① 10年以上成人・児童分野で障がい福祉サービスに従事

したことのある職員。（本人給５等級）
要件② 児童発達支援管理責任者として実際に配置されている。
要件③ 請求業務をすることが出来る。

GroupB：「他の障がい福祉人材」
要件① 児発管、保育士、児童指導員、指導員

GroupC：「その他の職種」
要件① OT/PT/ST/事務員等



あそら内での配分イメージ

各事業所1名以上は年収を440万以上職員を設
定（初年度は、あそびぃAは該当者なし）

GroupA

GroupB

2倍以上
GroupC

特定処遇改善手当
5,000円/月

特定処遇改善加算一時金
夏季/冬季賞与として支給

2倍以上

特定処遇改善特別手当
特定処遇改善加算の残額から支給

特定処遇改善手当
5,000円/月

特定処遇改善加算一時金
夏季/冬季賞与として支給（直接処遇職員以外）

特定処遇改善特別手当
特定処遇改善加算の残額から支給

特定処遇改善手当
2,500円/月

特定処遇改善特別手当
特定処遇改善加算の残額から支給



特定処遇改善加算取得に伴う就業規則（給与規定）の変更

第２０条（処遇改善特別手当/特定処遇改善特別手当/特別手当）

処遇改善加算または、特定処遇改善手当による支給に残額ある場合に支給する。
２ 処遇改善加算または特定処遇改善加算が継続する限りにおいて支給する。

第１６条（処遇改善手当/特定処遇改善手当）
福祉・介護人材の処遇改善加算の対象事業者として承認された場合、指導員等直接処遇職員または、

特定処遇改善手加算対象職員に対してその交付額に従い、次に掲げる処遇改善手当、特定処遇改善手当を
支給する。但し、処遇改善加算、特定処遇改善加算が継続する限りにおいて支給する。

職位 処遇改善手当

指導員等直接処遇職員 15，000円

職位 特定処遇改善手当

特定処遇改善手加算対象職員
（グループＡ・Ｂ/Ｃ）

5，000円/2，500円



算定対象期間 支給日
１月から６月まで 8月１０日

７月から１２月日まで １２月１０日

第２０条（賞与）

賞与（処遇改善手当一時金/特定処遇改善手当一時金を含む）は、原則として、下記の算定対象期間に在籍
した職員に対し、法人の業績等を勘案して下記の支給日に支給する。ただし、法人の業績の著しい低下その他
やむを得ない事由により、支給時期を延期し、又は支給しないことがある。

２ 前項の賞与の額は、法人の業績及び職員の職務評価、また次回算定期間の勤務などを考慮し各人ごとに決
定する。

３ 次のいずれかに該当する者については、賞与は支給しない。ただし、法人の経営状況に応じ特別に賞与を
支給することがある。
•支給日に在籍していない者または、現実に勤務していない者
•基準日に採用後６ヶ月未満の者



業績手当種 業績額 条件

個別療育
初級：¥500/中級：¥750/上級：¥1000 期日以内の記録記入と提出（翌日まで）

保育所等訪問支援 １回：¥500 期日以内の記録記入と提出

計画リーダー 半日：¥500 終日：¥750 担当日前日午前までの計画作成

モニタリング
個別支援会議
個別支援計画

利用児童１人：¥2000 確定版個別支援計画の保護者への説明とサイン

各部会リーダー １会議：¥500 期日以内の記録記入と提出

運動遊び/言語個別 １回：¥500 期日以内の記録記入と提出

新規利用児童契約 1契約：¥2000 台長作成等

相談支援専門員
サービス担当者会議 １会議：¥1000 期日以内の記録記入と提出

土日祝日勤務
正職員1日：￥1000
パート1日：￥1500

有給休暇や看護休暇、育児目的休暇等を除き、
実際に勤務した場合のみ対象。
また、個別療育や利用児童の支援、相談業務等
事務作業以外の業務に従事した場合のみ対象。


